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始まった。

これまで、マングローブ林や藻場がもつ機

能を学ぶ研修、同町白浜地区にある藻場の食

害防止措置、小名瀬地区のマングローブ植栽

活動など、地域ぐるみの活動が実施されてき

た。地元の高校では、マングローブ植栽の適

地を特定する研究も進めている。2024年度は、

高校生や地元で養殖場を経営するマルハニチ

ログループも参加し、専門家のアドバイスを

踏まえたマングローブの植栽を行った。

3　沿岸生態系の保全活動がもたらす成果

瀬戸内漁業協同組合や瀬戸内町の取組み

は、漁業資源の増強に加え、様々な成果をも

たらすことができる。まず、二酸化炭素の吸

収を促進することによる気候変動対策への貢

献である。現在、(株)農林中金総合研究所や

川畑友和氏（薩摩空撮合同会社）と連携してブ

ルーカーボン・クレジット(注２)の創出を目

1　マングローブ林と藻場の重要性

マングローブ林や藻場を含む沿岸生態系の

保全は様々な便益をもたらす。漁業資源を増

強する効果だけでなく、近年は高い二酸化炭

素吸収能力が注目され、ブルーカーボン（沿

岸・海洋生態系による吸収を通じて海中や海

底に蓄積される炭素）というキーワードのも

と、様々な場所で藻場などの保全活動が行わ

れている。しかし、藻場の面積は全国的に減

少傾向にある。環境省は、2022年における日

本沿岸の藻場面積は1990年に比べて50～60%

程度まで減少したと推計している(注１)。ま

た、ここ数年の夏の異常な高水温により、海

草や海藻の弱体化、食害魚の増加による被害

の拡大などが報告されている。

2　鹿児島県瀬戸内町の漁業の現状と

沿岸生態系の保全活動

奄美大島の南端に位置する瀬戸内町では、

2021年度から、瀬戸内漁業協同組合と瀬戸内

町が中心となってマングローブの植栽や藻場

造成のプロジェクトを進めている。その背景

には、同町の伝統漁法である追い込み漁の不

振がある。近年は、主な漁獲対象であるグル

クン（地元ではアカウルメと呼ばれる）の極端

な不漁により、出漁できない時期が増加して

いる。このような状況を好転させようと、漁

に出られない時間を漁業資源の増強につなが

る活動にあてるという発想から、保全活動が
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指しており、クレジット販売を通じた保全活

動への資金動員や、クレジット販売先との連

携拡大という新たな展開が期待できる。

気候変動対策だけではなく、生物多様性の

保全にも貢献している。農林中央金庫の支援

のもと、本活動と生物多様性の保全との関係

性を対外的に示した結果、本活動の海域が、

奄美地方で伝承や文化において語られる理想

郷や神聖な場所を意味する「瀬戸内町 ネリヤ

カナヤの海」として、環境省の自然共生サイ

トに登録された。生物多様性の保全への貢献

を可視化した試みといえる(注３)。

4　瀬戸内町での取組みが示唆すること
（１）マングローブ林や藻場の保全がもたらす

　　多面的利益の可視化

本活動は、漁業資源の増加という本来の目

的に加えて、第三者の検証も経ながら気候変

動対策や生物多様性の保全への貢献の可視化

を進めることで、活動自体の価値を高めてい

る。マングローブ林や藻場の保全は、漁業者

にとっては漁業資源の保全を通じた浜（職場

環境）の改善であり、気候当局にとっては炭素

吸収源の拡大であり、社会的には地域住民の

協働を通じたコミュニティの活性化や教育の

場として重要だ。政策当局は、このような多

面的な利益（コ・ベネフィットと呼ばれる）を

政策効果として漏れなく把握し、政策目的と

して明確に位置づけることで、沿岸の保全活

動を推進することができる。

（２）国際目標とのつながりを示すことによる

　　保全活動の活性化と質的向上

地域の活動と国際目標とのつながりを示す

ことで活動に対して関心を示す層が広がる。

2022年、生物多様性条約第15回締約国会議

（COP15）は23のグローバル目標(注４)を採択

した。その一つである30 by 30（サーティ・バ

イ・サーティ）は、2030年までに陸と海の30％

以上を健全な生態系として効果的に保全する

目標であり、自然共生サイトは、その達成に

向けて環境省が設けた認定制度である。この

認定により本活動海域に対する国内外の関心

が高まることで、保全活動の活性化、活動の

質の向上、さらには自然を核とした観光との

連携など経済メリットにもつながりうる。

（３）内外パートナーシップの充実

業界内外とのパートナーシップの拡大が期

待できる。企業は漁業参入にあたって漁協の

組合員となり、地元漁業者と良好な関係を築

く事例も多い。マングローブ林や藻場の保全

活動は、そのような漁協と企業とのパートナ

ーシップに厚みをもたらすことができる。瀬

戸内町では漁業以外の異業種との連携も広が

っており、様々な関係者を巻き込みながらの

展開が期待される。

（おかぞえ　なおひと）

（注 1）環境省（2024）「藻場（海草・海藻）のインベント
リ報告について」を参照。

（注 2）国内ではジャパンブルーエコノミー技術研究組
合が認証、発行、管理している。

（注 3）自然共生サイトは、事業者、民間団体・個人、
地方公共団体による様々な取組みによって、本来の
目的に関わらず生物多様性の保全が図られている
区域を認定する制度。「瀬戸内町　ネリヤカナヤの
海」の詳細は、環境省プレスリリース「令和６年度
前期「自然共生サイト」認定結果について（お知ら
せ）」（2024年９月27日）を参照。

（注 4）COP15が採択した昆明・モントリオール生物多
様性枠組には、30 by 30のほか、農林漁業の持続
可能な管理やビジネスの影響評価・開示なども盛り
込まれた。
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